
＊厚生労働省では、基本目標＞施策大目標＞施策目標を設定して、政策を実施しています。

目標１

（課題１）

目標2

（課題2）

目標3

（課題3）

基準年度
平成29年

度
平成30年

度
令和元年

度
令和2年

度
令和3年

度

前年度
（289,684
件）以上

前年度
（526,403
件）以上

前年度
（707,825
件）以上

前年度以
上

前年度以
上

526,403件 707,825件

平成29年
度

平成30年
度

(1)
研究評価推進事業費
（平成14年度）

69百万円
(61百万円)

142百万円
(47百万円)

132百万円 1 897

(2)

厚生労働科学研究費補助金（厚生労
働行政推進調査事業費補助金を含む）
（昭和26年度）
【新経済・財政再生計画関連：社会保
障分野㉓ⅲ】

7,092百万
円

(6,902百万
円)

8,022百万
円

(7,728百万
円)

8,902百万
円

1 898

(3)
国立感染症研究所施設周辺安全対策
等事業費補助金
（平成27年度）

150百万円
(150百万

円)

276百万円
(265百万

円)
223百万円 2 900

達成手段１

達成目標/課題との対応関係

厚生労働科学研究の研究成果が国民や社会に還元等されることにより、行政施策の科学的な推進が確保され、技術水準の向上につながるた
め。

医療の提供、臨床研究、教育研修及び情報発信などを行い、効率的かつ効果的に、国民の健康に重大な
影響のある特定の疾患等に係る医療や高度かつ専門的な医療、すなわち政策医療を向上・均てん化させ
る。

国が医療政策として担うべき医療（政策医療）を提供するため、独立行政法人通則法第30条及び第35条の５で定める中期計画及び中長期計画
から、必要な指標を設定している。

目標年度

達成目標の設定理由

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

令和元年行政事業レビュー事業番号

「医療分野研究開発推進計画」（平成26年度7月健康･医療戦略推進本部決定）で定める令和２（一部令和２
～令和12年）頃までに達成すべき成果目標（ＫＰＩ）を達成すること。

厚生労働科学研究における研究成果をより多く国民、社会へ還元等すること。

各研究事業毎に評価委員会を設置し、研究開発課題の採択に関する事前評価、研究の進捗を評価する中間評価、研究が適切に行われたか等を評価する事後評価を
実施すること等により、厚生労働科学研究費補助金の各研究事業が適切かつ効果的に実施に資するもの。

①厚生労働科学研究費補助金：国内の試験研究機関や大学等に所属する研究者に対して、当該研究に必要な経費の補助を行っている。なお、研究課題の採択は、
原則として公募で行い、専門家による評価結果に基づき、研究課題の採択の可否を決定している。これにより、厚生労働行政の中でも社会的要請の強い諸問題に関
する研究を実施に資するもの。
②厚生労働行政推進調査事業費補助金：国内の試験研究機関や大学等に所属する研究者に対して、当該研究に必要な経費の補助を行っている。厚生労働科学研究
のうち、行政的緊急性が高いものや専門的・学術的観点等から研究を実施するものを指定する研究について、専門家による評価結果に基づき、研究課題の採択の可
否を決定している。これにより、厚生労働行政の中でも社会的要請の強い諸問題に関する研究を実施に資するもの。
【新経済・財政再生計画に掲げられた研究事業を含む全研究事業の研究成果の活用状況を測定指標としている。】

測定指標（アウトカム、アウトプット）
※数字に○を付した指標は主要な指標

関連する
指標番号

毎年度
前年度以

上

達成目標１について

目標値

成果目標（KPI)を達成することとにより、医療分野の研究開発並びにその環境の整備及び成果の普及に関する施策の集中的かつ計画的な推
進につながり、また、国立研究開発法人日本医療研究開発機構が、研究機関の能力を活用して行う医療分野の研究開発及びその環境の整備
並びに研究機関における医療分野の研究開発及びその環境の整備の助成において中核的な役割を担うことにつながる。

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）により厳格な管理が求められている一種病原体等を取り扱う国立感染症研究
所施設の周辺地域における安全対策施設等の整備を行うことにより、同施設周辺の安全対策や災害・事故対策及び避難対応の更なる強化を図ることを目的とする。

達成手段の概要、施策目標達成への寄与の内容等
補正後予算額（執行額）

平成30年
度

令和元年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策目標名（政策体系上の位置付け）

厚生労働科学研究事業の適正かつ効果的な実施及び医薬品等の研究開発の促進並びに保健衛生分野の調査研究
の充実を図ること（施策目標ⅩⅢ-２-１）
　　基本目標ⅩⅢ：国民生活の向上に関わる科学技術及び医薬品等の研究開発の振興並びに保健衛生分野の調査研
究の充実を図ること
　　　　　施策大目標２：研究を支援する体制を整備すること

担当
部局名

大臣官房厚生科学課
医政局経済課

医政局研究開発振興課
医政局医療経営支援課

老健局総務課認知症施策推進室

本施策は、厚生労働科学研究事業の適正かつ効果的な実施及び医薬品等の研究開発の促進並びに保健衛生分野の調査研究の充実を図るために研究を支援する体制整備を実施している。施策の概要

作成責任者名

年度ごとの実績値

年度ごとの目標値

基準値

各課題に対応した達成目標

2
健康・医療関連分野における革新的な医療技術の実用化を加速するため、各省の医療分野の研究開発関連事業を集約し、基礎段階から実用化まで切れ目のない支援を実現するため、平成27年４月に国立研究開発法人日本医療
研究開発機構（ＡＭＥＤ）が設立されたところであり、政府として重点的に研究支援する９分野をはじめとして、ＡＭＥＤが中核的な役割を担い、医薬品・医療機器開発等に関する基盤整備を進めていくことが課題となっている。

1

「厚生労働科学研究分野における研究成果をより多く国民、社会へ還元する」という目標の一指標として、厚生労働科学研究成果を閲覧できる
厚生労働科学研究データへのアクセス数を測定指標とし、目標値を前年度以上と設定した。
【新経済・財政再生計画に掲げられた研究事業を含む全研究事業の研究成果の活用状況を測定指標としている。】
（参考）平成28年度実績：289,684件、平成29年度実績：526,403件

①

研究成果の活用状況
（厚生労働科学研究データベース
（報告書）へのアクセス件数）
【新経済・財政再生計画　関連：社会
保障分野㉓ⅲ】
(アウトカム)

707,825件

厚生労働行政の各分野の適切な施策立案のための科学的知見の収集・確立に関する研究を実施する厚生労働科学研究においては、厚生労働科学研究の振興を促し、もって、国民の保健医療、福祉、生活衛生、労働安全衛生等に
関し、行政施策の科学的な推進を確保し、技術水準の向上を図ることが課題となっている。

3 政策医療（国が医療政策として担うべき医療）を継続的に実施すること。

施策実現のための背景・課題

厚生科学課長　佐々木　昌弘
経済課長　林　俊宏
研究開発振興課長　伯野　春彦
医療経営支援課長　樋口　浩久
認知症施策推進室長　岡野　智晃

令和元年
度当初
予算額

（厚生労働省１（ⅩⅢ－２－１））



(4)
国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄
養研究所運営費交付金
（平成17年度）

3,675百万
円

(3,675百万
円)

3,675百万
円

(3,675百万
円)

3,691百万
円

2 901

(5)
国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄
養研究所施設整備費補助金
（平成28年度）

0百万円
(443百万

円)

0百万円
(0百万円)

354百万円 2 902

基準年度
平成29年

度
平成30年

度
令和元年

度
令和2年

度
令和3年

度

前年度
（97.2%）以

上

前年度
（93%）以上

前年度
（88%）以上

前年度以
上

前年度以
上

93% 88%

前年度（23
件）以上

前年度（33
件）以上

前年度（36
件）以上

40件
前年度以

上

33件 36件

前年度
（37.2%）以

上

前年度
（40%）以上

前年度
（39%）以上

前年度以
上

前年度以
上

40% 39%

前年度
（2,500人）

以上

前年度
（2,200人）

以上

前年度
（2,300人）

以上

前年度以
上

前年度以
上

2,200人 2,300人

- ２領域
前年度（３
領域）以上

６領域
前年度以

上

２領域 ３領域

- ０領域
前年度以

上
１領域

前年度以
上

０領域 ０領域

- ０件
前年度以

上
１件

前年度以
上

０件 ０件

「「医療分野研究開発推進計画」（平成26年度7月健康･医療戦略推進本部決定）で定める令和２年（一部令和２～令和12年）頃までに達成すべ
き成果目標（ＫＰＩ）を達成する」という目標の一指標として、６領域（ゲノム医療、画像診断支援、診断・治療支援、医薬品開発、介護・認知症、手
術支援）における、ＡＩ技術の製品化等、現場での実用化に至った領域数を測定指標とし、目標値を前年度以上と設定した。
【新経済・財政再生計画　改革工程表のＫＰＩは、施策の達成状況を表すものになっており、同ＫＰＩと同じ指標を測定指標として設定】
（参考）平成29年度実績：０領域

8

認知症の診断・治療効果に資する
バイオマーカーの確立
【新経済・財政再生計画　関連：社会
保障分野⑱】
【新経済・財政再生計画　改革工程
表のＫＰＩ】
(アウトカム)

０件
平成30年

度
１件 令和２年度末

「「医療分野研究開発推進計画」（平成26年度7月健康･医療戦略推進本部決定）で定める令和２年（一部令和２～令和12年）頃までに達成すべ
き成果目標（ＫＰＩ）を達成する」という目標の一指標として、認知症の診断・治療効果に資するバイオマーカーの確立を測定指標とし、目標値を
前年度以上と設定した。
【新経済・財政再生計画　改革工程表のＫＰＩは、施策の達成状況を表すものになっており、同ＫＰＩと同じ指標を測定指標として設定】
（参考）平成29年度実績：０件

7

６領域（ゲノム医療、画像診断支援、
診断・治療支援、医薬品開発、介
護・認知症、手術支援）における、ＡＩ
技術の製品化等、現場での実用化
に至った領域数
【新経済・財政再生計画　関連：社会
保障分野㊱ⅳ】
【新経済・財政再生計画　改革工程
表のＫＰＩ】
(アウトカム)

１領域 令和２年度末

6

６つの重点領域（ゲノム医療、画像
診断支援、診断・治療支援、医薬品
開発、介護・認知症、手術支援）のう
ち、ＡＩの構築に必要なデータベース
を構築した領域数
【新経済・財政再生計画　関連：社会
保障分野㊱ⅳ】
【新経済・財政再生計画　改革工程
表のＫＰＩ】
(アウトカム)

３領域
平成30年

度
６領域 令和２年度末

「「医療分野研究開発推進計画」（平成26年度7月健康･医療戦略推進本部決定）で定める令和２年（一部令和２～令和12年）頃までに達成すべ
き成果目標（ＫＰＩ）を達成する」という目標の一指標として、６つの重点領域（ゲノム医療、画像診断支援、診断・治療支援、医薬品開発、介護・
認知症、手術支援）のうち、ＡＩの構築に必要なデータベースを構築した領域数を測定指標とし、目標値を前年度以上と設定した。
【新経済・財政再生計画　改革工程表のＫＰＩは、施策の達成状況を表すものになっており、同ＫＰＩと同じ指標を測定指標として設定】
（参考）平成29年度実績：２領域

０領域
平成30年

度

3
治験届出件数のうち医師主導治験の
数
（アウトカム）

令和２年度末　40件

医師主導治験によって、革新的な医薬品・医療機器等の開発や、希少疾病・難病等の企業が手がつけづらい分野の治験を促進する。
「健康・医療戦略（平成26年７月22日閣議決定）」において、革新的医療技術創出拠点における目標数を定めていることから、目標を同様に設
定。
平成28年度実績：23件、平成29年度実績33件

4
治験届出件数のうち国際共同治験に
係るものの割合
（アウトカム）

37.2%
平成28年

度

国際共同治験への参加を増やすことにより、日本国内で治験を別に実施することなく薬事承認申請に必要なデータ取得が可能となるため、ド
ラッグ・ラグやデバイス・ラグの解消につながる。
「健康・医療戦略（平成26年７月22日閣議決定）」において、国際共同治験の推進に向けた体制整備が求められていることを踏まえ、国際共同
治験の治験計画届出件数の割合を目標に設定。
平成28年度実績37.2％、平成29年度実績40％

年度ごとの実績値

目標年度

医療機器の研究開発の経験が豊富な医療機関で、医療機器を開発する企業の人材を受け入れ、市場性を見据えた製品設計の方法に関する
研修等を実施することにより、開発人材の育成や国内外の医療ニーズを満たす開発を推進する。
（参考）平成28年度実績：約2,500人,平成29年度実績：約2,200人

23件

毎年度

研究開発型の独立行政法人として、国の政策課題の解決に向けて組織的に研究開発に取り組むこととしており、より有効で安全な医薬品、医療機器の開発を支援し、
公衆衛生の向上及び増進を図る法人として、
①医薬品等の基盤的技術研究
②難病・疾患資源研究
③医薬品等の研究開発振興
④国民の健康の保持増進に関する調査研究及び国民の栄養その他食生活に関する調査研究
⑤健康増進法に基づく国民健康・栄養調査の集計、特別用途食品の許可・承認に必要な試験及び収去された食品の試験
などの事業を行う国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所の運営に必要な経費を交付する。
これにより、民間企業、大学等における新たな医薬品・医療機器の開発や国民保健の向上を目指した研究開発の支援に資するもの。

創薬支援ネットワークによる抗体･核酸医薬等の開発支援機能を担う創薬支援スクリーニングセンターの機能強化を図ることにより、革新的な抗体･核酸医薬等の創出
の成功確率の向上等を図る。

年度ごとの目標値

88%
平成30年

度
前年度以

上

・医療分野研究開発推進計画は、健康・医療戦略推進本部の下でＰＤＣＡサイクルを回すことになっており、すべての施策のフォローアップを行
うこととなっており、健康・医療戦略推進法第21 条に規定される医療分野研究開発推進計画の作成及び実施の推進に係る専門的な事項の調
査を任務とする健康・医療戦略推進専門調査会においてフォローアップを行っている。
・このため、健康・医療戦略推進専門調査会における医療分野研究開発推進計画に定める令和２年（一部令和２～令和12年）頃までの達成す
べき成果目標（ＫＰＩ）の進捗状況の評価～各省連携プロジェクト～（順調に進捗している/（順調に進捗している＋進捗が不十分）※）を測定目標
とし、目標値を前年度以上と設定した。
※「現時点では評価が困難」とされたものについては母数から除く。
（参考）平成28年度実績97.2％、平成29年度実績：93％

目標値

②

「医療分野研究開発推進計画」の実
行状況～各省連携プロジェクト～
（健康・医療戦略推進専門調査会に
よる令和２年（一部令和２～令和12
年）頃までの各達成目標の進捗に係
る評価）
（順調に進捗している/（順調に進捗
している＋進捗が不十分）の割合）
（アウトカム）

令和２年頃
（一部令和２年～令和

12年頃）

前年度以
上

達成目標2について

測定指標（アウトカム、アウトプット）
※数字に○を付した指標は主要な指標

基準値

医療機器の開発拠点となる医療機関で
研修を行う者
（アウトカム）

5

-
平成29年

度

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

2,500人
平成28年

度
前年度以

上
毎年度



- ０件
前年度以

上
前年度以

上
前年度以

上

０件 ０件

平成29年
度

平成30年
度

（6）

医療研究開発推進事業費補助金（オー
ルジャパンでの医薬品創出プロジェク
ト）
（平成27年度）

10,333百
万円

（10,144百
万円）

10,131百
万円

（10,131百
万円）

10,288百
万円

2 899-1

（7）

医療研究開発推進事業費補助金（オー
ルジャパンでの医療機器開発プロジェ
クト）
（平成27年度）
※予算額は一部再掲

2,880百万
円

（1,671百
万円）

2,882百万
円

（1,632百
万円）

2,993百万
円

2、5 899-2

（8）
医療研究開発推進事業費補助金（革
新的医療技術創出拠点プロジェクト）
（平成27年度）

3,907百万
円

（3,907百
万円）

3,802百万
円

（3,802百
万円）

3,924百万
円

2、3、4 899-3

（9）

医療研究開発推進事業費補助金（再
生医療実現プロジェクト）
（平成27年度）
※予算額は一部再掲

3,218百万
円

（2,843百
万円）

3,461百万
円

（3,116百
万円）

3,386百万
円

2 899-4

（10）

医療研究開発推進事業費補助金（疾
病克服に向けたゲノム医療実現プロ
ジェクト）
（平成27年度）
※予算額は一部再掲

3,954百万
円

（2,360百
万円）

5,194百万
円

（1,657百
万円）

4,564百万
円

2 899-5

（11）

医療研究開発推進事業費補助金（ジャ
パン・キャンサーリサーチ・プロジェクト）
（平成27年度）
※予算額は一部再掲

10,104百
万円

（7,989百
万円）

8,964百万
円

（8,406百
万円）

9,178百万
円

2 899-6

（12）

医療研究開発推進事業費補助金（脳と
こころの健康大国実現プロジェクト）（保
健衛生医療調査等推進事業費補助金
を含む）
（平成27年度）
※予算額は一部再掲

3,240百万
円

（1,140百
万円）

1,140百万
円

（1,103百
万円）

1,791百万
円

2 899-7

（13）

医療研究開発推進事業費補助金（新
興・再興感染症制御プロジェクト）
（平成27年度）
※予算額は一部再掲

4,069百万
円

（1,968百
万円）

2,188百万
円

（1,966百
万円）

2,573百万
円

2 899-8

（14）

医療研究開発推進事業費補助金（難
病克服プロジェクト）
（平成27年度）
※予算額は一部再掲

13,128百
万円

（8,306百
万円）

11,354百
万円

（8,187百
万円）

11,533百
万円

2 899-9

（15）

医療研究開発推進事業費補助金（統
合プロジェクト以外の健康･医療戦略の
推進に必要となる研究開発事業）（保健
衛生医療調査等推進事業費補助金を
含む）
（平成27年度）
【新経済・財政再生計画関連：社会保
障分野㉓ⅲ】

9,012百万
円

（6,725百
万円）

6,935百万
円

（6,931百
万円）

7,019百万
円

2 899-10

9

日本発の認知症の疾患修飾候補の
治験開始
【新経済・財政再生計画　関連：社会
保障分野⑱】
【新経済・財政再生計画　改革工程
表のＫＰＩ】
(アウトカム)

０件
平成30年

度
毎年度

「「医療分野研究開発推進計画」（平成26年度7月健康･医療戦略推進本部決定）で定める令和２年（一部令和２～令和12年）頃までに達成すべ
き成果目標（ＫＰＩ）を達成する」という目標の一指標として、日本発の認知症の疾患修飾候補の治験開始を測定指標とし、目標値を前年度以上
と設定した。
【新経済・財政再生計画　改革工程表のＫＰＩは、施策の達成状況を表すものになっており、同ＫＰＩと同じ指標を測定指標として設定】
（参考）平成29年度実績：０件

１件

国立研究開発法人日本医療研究開発機構に対して、当該機構が実施する業務に必要な経費の補助を行う。これにより、世界最高水準の医療の提供に必要な医療分
野の研究開発を基礎から実用化まで一貫して推進するとともに、必要な体制整備を行い、成果の円滑な実用化に資するもの。※以下の概要等は関係省の施策を含む
もの。
・脳全体の神経回路の構造・機能の解明やバイオマーカー開発に向けた研究開発及び基盤整備等を推進するとともに、認知症やうつ病等の精神疾患等の発症メカニ
ズム解明、診断法、適切な治療法の確立を目指す。（医療研究開発推進事業費補助金）

国立研究開発法人日本医療研究開発機構に対して、当該機構が実施する業務に必要な経費の補助を行う。これにより、世界最高水準の医療の提供に必要な医療分
野の研究開発を基礎から実用化まで一貫して推進するとともに、必要な体制整備を行い、成果の円滑な実用化に資するもの。※以下の概要等は関係省の施策を含む
もの。
・大学等の基礎研究成果を一貫して実用化につなぐ体制を構築するため、橋渡し研究支援拠点と臨床研究中核病院等の一体化を進める。また、人材確保・育成を含
めた拠点機能の強化、ネットワーク化、シーズの拡大等をさらに推進する。さらに、ＩＣＨ－ＧＣＰ準拠の質の高い臨床研究や治験を実施するとともに、ＡＲＯ機能を活用
して多施設共同研究の支援を行うなどの体制の整備を進める。

国立研究開発法人日本医療研究開発機構に対して、当該機構が実施する業務に必要な経費の補助を行う。これにより、世界最高水準の医療の提供に必要な医療分
野の研究開発を基礎から実用化まで一貫して推進するとともに、必要な体制整備を行い、成果の円滑な実用化に資するもの。※以下の概要等は関係省の施策を含む
もの。
・基礎から臨床段階まで切れ目なく一貫した支援を行うとともに、再生医療関連事業のための基盤整備ならびに、ｉＰＳ細胞等の創薬支援ツールとしての活用に向けた
支援を進め、新薬開発の効率性の向上を図る。

達成手段２ 達成手段の概要、施策目標達成への寄与の内容等

国立研究開発法人日本医療研究開発機構に対して、当該機構が実施する業務に必要な経費の補助を行う。これにより、世界最高水準の医療の提供に必要な医療分
野の研究開発を基礎から実用化まで一貫して推進するとともに、必要な体制整備を行い、成果の円滑な実用化に資するもの。※以下の概要等は関係省の施策を含む
もの。
・創薬支援ネットワークの構築により、大学や産業界と連携しながら、新薬創出に向けた研究開発を支援するとともに、創薬支援のための基盤強化を図る。また、創薬
ターゲットの同定に係る研究、創薬の基盤となる技術開発、医療技術の実用化に係る研究を推進し、革新的医薬品及び希少疾患治療薬等の開発を支援する。

国立研究開発法人日本医療研究開発機構に対して、当該機構が実施する業務に必要な経費の補助を行う。これにより、世界最高水準の医療の提供に必要な医療分
野の研究開発を基礎から実用化まで一貫して推進するとともに、必要な体制整備を行い、成果の円滑な実用化に資するもの。※以下の概要等は関係省の施策を含む
もの。
・疾患及び健常者バイオバンクの構築と共にゲノム解析情報及び臨床情報等を含めたデータ解析を実施し、疾患及び薬剤関連遺伝子の同定・検証並びに日本人の標
準ゲノム配列の特定を進める。また、共同研究等による難治性・希少性疾患等の原因遺伝子の探索や、ゲノム情報をいかした診断治療ガイドラインの策定に資する研
究やゲノム医療実現に向けた研究基盤の整備及び試行的・実証的な臨床研究を一体的に推進する。

国立研究開発法人日本医療研究開発機構に対して、当該機構が実施する業務に必要な経費の補助を行う。これにより、世界最高水準の医療の提供に必要な医療分
野の研究開発を基礎から実用化まで一貫して推進するとともに、必要な体制整備を行い、成果の円滑な実用化に資するもの。※以下の概要等は関係省の施策を含む
もの。
・基礎研究の有望な成果を厳選し、実用化に向けた医薬品・医療機器を開発する研究を推進し、臨床研究等へ導出する。また、臨床研究で得られた臨床データ等を基
礎研究等に還元し、 医薬品・医療機器開発をはじめとするがん医療の実用化を「がん研究１０か年戦略」に基づいて加速する。

国立研究開発法人日本医療研究開発機構に対して、当該機構が実施する業務に必要な経費の補助を行う。これにより、世界最高水準の医療の提供に必要な医療分
野の研究開発を基礎から実用化まで一貫して推進するとともに、必要な体制整備を行い、成果の円滑な実用化に資するもの。※以下の概要等は関係省の施策を含む
もの。
・新型インフルエンザ等の感染症から国民及び世界の人々を守るため、感染症に関する国内外での研究を推進するとともに、その成果をより効率的・効果的に治療薬・
診断薬・ワクチンの開発等につなげることで、感染症対策を強化する。

補正後予算額（執行額） 令和元年
度当初
予算額

令和元年行政事業レビュー事業番号
関連する
指標番号

国立研究開発法人日本医療研究開発機構に対して、当該機構が実施する業務に必要な経費の補助を行う。これにより、世界最高水準の医療の提供に必要な医療分
野の研究開発を基礎から実用化まで一貫して推進するとともに、必要な体制整備を行い、成果の円滑な実用化に資するもの。※以下の概要等は関係省の施策を含む
もの。
・希少・難治性疾患（難病）の克服を目指すため、治療法の開発に結びつくような新しい疾患の病因や病態解明を行う研究、医薬品・医療機器等の実用化を視野に入
れた画期的な診断法や治療法及び予防法の開発をめざす研究を推進する。また、疾患特異的ｉＰＳ細胞を用いて疾患の発症機構の解明、創薬研究や予防・治療法の
開発等を推進することにより、ｉＰＳ細胞等研究の成果を速やかに社会に還元することを目指す。

国立研究開発法人日本医療研究開発機構に対して、当該機構が実施する業務に必要な経費の補助を行う。これにより、世界最高水準の医療の提供に必要な医療分
野の研究開発を基礎から実用化まで一貫して推進するとともに、必要な体制整備を行い、成果の円滑な実用化に資するもの。
・妊娠期及び小児期・思春期の疾患、脳卒中を含む循環器疾患、糖尿病などの生活習慣病、女性に特有の疾患、慢性腎臓病、免疫アレルギー疾患、慢性の痛みを呈
する疾患、高齢者の生活の質を大きく低下させる疾患など多岐にわたる疾患等に対し、新たな診断・予防・治療方法等の開発を推進する。臨床研究等ICT基盤の構築
を推進し、日本発の革新的な医薬品・医療機器等の開発を推進する。また、統合医療について、安全性・有効性に関する知見を収集し、その評価手法を確立するため
の研究等を推進する。（医療研究開発推進事業費補助金）
・肝炎対策基本法等に基づき行う肝炎対策に資する適切な肝炎医療の推進や感染症の予防及び感染症の患者に関する医療に関する法律等に基づき行うＨＩＶ感染／
エイズ対策等に資する調査研究を推進する。
【新経済・財政再生計画に掲げられた研究事業を含む医療分野研究開発推進計画の実行状況に係るフォローアップ結果を測定指標としている。】

国立研究開発法人日本医療研究開発機構に対して、当該機構が実施する業務に必要な経費の補助を行う。これにより、世界最高水準の医療の提供に必要な医療分
野の研究開発を基礎から実用化まで一貫して推進するとともに、必要な体制整備を行い、成果の円滑な実用化に資するもの。※以下の概要等は関係省の施策を含む
もの。
・医工連携による医療機器開発を促進するため、複数の専門支援機関による開発支援体制（医療機器開発支援ネットワーク）を構築し、我が国の高い技術力を生か
し、技術シーズの創出と医療機器・システムの実用化へとつなげる研究開発を行う。また、医療機器の承認審査の迅速化に向けた取組や、研究開発人材の育成も行
う。



基準年度
平成29年

度
平成30年

度
令和元年

度
令和2年

度
令和3年

度
28年度実績
に対して4％

増（1,626
件）

28年度実績
に対して8％

増（1,688
件）

28年度実績
に対して
12％増

（1,751件）

28年度実績
に対して
16％増

（1,813件）

28年度実績
に対して
20％増

（1,876件）

1,991 集計中

28年度実績
に対して2％

増（5,177
件）

28年度実績
に対して4％

増（5,278
件）

28年度実績
に対して6％

増（5,380
件）

28年度実績
に対して8％

増（5,481
件）

28年度実績
に対して
10％増

（5,583件）

5,505 集計中

28年度実績
に対して3％
増（368,906

件）

28年度実績
に対して6％
増（379,651

件）

28年度実績
に対して9％
増（390,396

件）

28年度実績
に対して12%
増（401,141

件）

28年度実績
に対して15%
増（411,886

件）

387,608 集計中

28年度実績
に対して4％

増
（103,277,32

9件）

28年度実績
に対して8％

増
（107,249,53

4件）

28年度実績
に対して
12％増

（111,221,73
9件）

28年度実績
に対して
16％増

（115,193,94
4件）

28年度実績
に対して
20％増

（119,166,14
9件）

135,515,99
2

集計中

平成29年
度

平成30年
度

（16）
国立研究開発法人国立がん研究セン
ター設備整備費補助金
（平成26年度）

0 0 0 10,11,12,13 -

（17）
国立研究開発法人国立循環器病研究
センター設備整備費補助金
（平成25年度）

0 0 0 10,11,12,13 -

（18）
国立研究開発法人国立精神･神経医療
研究センター設備整備費補助金
（平成25年度）

0
（1億円）

0 0 10,11,12,13 -

（19）
国立研究開発法人国立国際医療研究
センター設備整備費補助金
（平成26年度）

0 0 0 10,11,12,13 -

（20）
国立研究開発法人国立成育医療研究
センター設備整備費補助金
（平成26年度）

0 0 0 10,11,12,13 -

（21）
国立研究開発法人国立長寿医療研究
センター設備整備費補助金
（平成25年度）

0 0 0 10,11,12,13 -

1,563

5,07511

発表論文数（掲載に専門家の審査が必
要となる国際的に評価される専門的科
学雑誌に掲載された科学論文）
（アウトプット）

独立行政法人国立病院機構及び国立研究開発法人国立高度専門医療研究センターは、中期計画及び中長期計画において医療従事者の育
成を積極的に行うことを目標としている。
研修会を実施することで、医療従事者の育成を積極的に行い、先端医療の習得と普及を促進する。このような教育研修を通じて政策医療を推
進するため、研修会受入人数を測定指標とし、過去の実績を踏まえ目標値を第４期最終年度目標値を第３期最終年度比で15％増とした。
（平成28年度実績：358,161件、平成29年度実績：387,608件）。

目標値

年度ごとの目標値

独立行政法人国立病院機構及び国立研究開発法人国立高度専門医療研究センターは、中期計画及び中長期計画において臨床研究を推進す
ることを目標としている。
国際的に評価される専門誌等で論文を発表することで、新たな知見の普及や更なる研究の推進につながることから、発表論文数を測定指標と
し、過去の実績を踏まえ目標値を第４期最終年度目標値を第３期最終年度比で10％増とした。
（平成28年度実績：5,075件、平成29年度実績：5,505件）。

独立行政法人国立病院機構及び国立研究開発法人国立高度専門医療研究センターは、中期計画及び中長期計画において治験を推進するこ
とを目標としている。
新薬・新医療機器等の研究及び治験を実施することで、その有効性や安全性の検証のもと新規開発が促進される。より良い医療をより早く患者
に提供することを目的とした政策医療推進のため、臨床研究における治験受入件数を測定指標とし、過去の実績を踏まえ目標値を第４期最終
年度目標値を第３期最終年度比で20％増とした。
（平成28年度実績：1,563件、平成29年度実績：1,991件）。
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ホームページアクセス件数
（アウトプット）

平成28年
度

第４期最終
年度目標値
を第３期最
終年度比で

20％増

令和３年度

⑩
治験受入件数（製造販売後臨床試験を
含む）
（アウトプット）

基準値

平成28年
度

第４期最終
年度目標値
を第３期最
終年度比で

10％増

令和３年度

令和３年度

令和元年
度当初
予算額

関連する
指標番号

達成手段の概要、施策目標達成への寄与の内容等

測定指標（アウトカム、アウトプット）
※数字に○を付した指標は主要な指標

達成目標3について

補正後予算額（執行額）

研修会受入人数
（アウトプット）

　国立研究開発法人国立成育医療研究センターは、成育に係る疾患に係る医療に関して、研究・開発、医療の提供、医療従事者の研修、情報発信及び政策提言等を
行うことにより、政策医療の向上を図り公衆衛生の向上及び増進に寄与することを目的としている。同センターが行う研究等の設備整備にかかる経費の一部を補助す
ることにより、業務の円滑な実施及び推進を図る。
　国立研究開発法人国立成育医療研究センター設備整備費補助金を交付することにより、同センターが行う成育に係る疾患に係る医療に関して、研究・開発、医療の
提供、医療従事者の研修、情報発信及び政策提言等が円滑に実施され、政策医療の向上・均てん化の促進が図られると見込んでいる。

　国立研究開発法人国立がん研究センターは、がんその他悪性新生物に係る医療に関して、研究・開発、医療の提供、医療従事者の研修、情報発信及び政策提言等
を行うことにより、政策医療の向上を図り公衆衛生の向上及び増進に寄与することを目的としている。同センターが行う研究等の設備整備にかかる経費の一部を補助
することにより、業務の円滑な実施及び推進を図る。
　国立研究開発法人国立がん研究センター設備整備費補助金を交付することにより、同センターが行うがんその他悪性新生物に係る医療に関して、研究・開発、医療
の提供、医療従事者の研修、情報発信及び政策提言等が円滑に実施され、政策医療の向上・均てん化の促進が図られると見込んでいる。

　国立研究開発法人国立循環器病研究センターは、循環器病に係る医療に関して、研究・開発、医療の提供、医療従事者の研修、情報発信及び政策提言等を行うこと
により、政策医療の向上を図り公衆衛生の向上及び増進に寄与することを目的としている。同センターが行う研究等の設備整備にかかる経費の一部を補助することに
より、業務の円滑な実施及び推進を図る。
　国立研究開発法人国立循環器病研究センター設備整備費補助金を交付することにより、同センターが行う循環器病に係る医療に関して、研究・開発、医療の提供、
医療従事者の研修、情報発信及び政策提言等が円滑に実施され、政策医療の向上・均てん化の促進が図られると見込んでいる。

目標年度

平成28年
度

第４期最終
年度目標値
を第３期最
終年度比で

15％増

平成28年
度

第４期最終
年度目標値
を第３期最
終年度比で

20％増

12

年度ごとの実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

358,161

　国立研究開発法人国立長寿医療研究センターは、加齢に伴う疾患に係る医療に関して、研究・開発、医療の提供、医療従事者の研修、情報発信及び政策提言等を
行うことにより、政策医療の向上を図り公衆衛生の向上及び増進に寄与することを目的としている。同センターが行う研究等の設備整備にかかる経費の一部を補助す
ることにより、業務の円滑な実施及び推進を図る。
　国立研究開発法人国立長寿医療研究センター設備整備費補助金を交付することにより、同センターが行う加齢に伴う疾患に係る医療に関して、研究・開発、医療の
提供、医療従事者の研修、情報発信及び政策提言等が円滑に実施され、政策医療の向上・均てん化の促進が図られると見込んでいる。

達成手段3

　国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センターは、精神・神経疾患等に係る医療に関して、研究・開発、医療の提供、医療従事者の研修、情報発信及び政策提
言等を行うことにより、政策医療の向上を図り公衆衛生の向上及び増進に寄与することを目的としている。同センターが行う研究等の設備整備にかかる経費の一部を
補助することにより、業務の円滑な実施及び推進を図る。
　国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター設備整備費補助金を交付することにより、同センターが行う精神・神経疾患等に係る医療に関して、研究・開発、
医療の提供、医療従事者の研修、情報発信及び政策提言等が円滑に実施され、政策医療の向上・均てん化の促進が図られると見込んでいる。

　国立研究開発法人国立国際医療研究センターは、感染症その他の疾患に係る医療に関して、研究・開発、医療の提供、医療従事者の研修、情報発信及び政策提言
等を行うことにより、政策医療の向上を図り公衆衛生の向上及び増進に寄与することを目的としている。同センターが行う研究等の設備整備にかかる経費の一部を補
助することにより、業務の円滑な実施及び推進を図る。
　国立研究開発法人国立国際医療研究センター設備整備費補助金を交付することにより、同センターが行う感染症その他の疾患に係る医療に関して、研究・開発、医
療の提供、医療従事者の研修、情報発信及び政策提言等が円滑に実施され、政策医療の向上・均てん化の促進が図られると見込んでいる。

令和元年行政事業レビュー事業番号

99,305,124

独立行政法人国立病院機構及び国立研究開発法人国立高度専門医療研究センターは、中期計画及び中長期計画において情報の発信を行う
ことを目標としている。
ホームページにおいて医療従事者のみならず一般国民を対象とした医療情報（疾病予防対策やセミナー開催等の国立病院機構及び国立高度
専門医療研究センターの取組）を発信することで、全国民が医療への理解を深め医療への参画機会を得ることができる。このような情報発信を
通じて政策医療を推進するため、ホームページアクセス件数を測定指標とし、過去の実績を踏まえ目標値を第４期最終年度目標値を第３期最
終年度比で20％増とした。
（平成28年度実績：99,305,124件、平成29年度実績：135,515,992件）。

令和３年度



施策の予算額・執行額

区分 令和２年度要求額

繰越し等(c) 2,219,071 政策評価実施予定
時期(評価予定表）

執行率(％、e/d）

令和３年度

令和元年度

60,250,604

平成30年度

関係部分（概要・記載箇所）

補正予算(b)

－

61,615,891

0

平成27年2月12日施政方針演説（安倍内閣総理大臣）

執行額(千円、e)

60,250,604

4月から日本医療研究開発機構が始動します。革新的ながん治療薬の開発やｉＰＳ細胞の臨床応用などに取り組み、日本
から、医療の世界にイノベーションを起こします。
日本を「世界で最もイノベーションに適した国」にする。世界中から超一流の研究者を集めるため、世界最高の環境を備え
た新たな研究開発法人制度を創ります。ＩＴやロボット、海洋や宇宙、バイオなど、経済社会を一変させる挑戦的な研究を
大胆に支援してまいります。

施政方針演説等の名称 年月日

施策に関係する内閣の重要施策
（施政方針演説等のうち主なもの）

合計(d=a+b+c)

関連税制

99.5%

61,289,613

59,176,759

220,061 0予算の状
況

（千円）

当初予算(a)


